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① バイオものづくり分野における関西の優位性を示す定量的なデータ

② 国内におけるバイオものづくり関連のスタートアップの拠点数、特徴的な取り組み

③ 国内の各バイオコミュニティにおけるバイオものづくり関連の取り組み内容、特徴
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公的なバイオファウンドリ等の先進的な事例、取り組み内容、特徴等

1. バイオものづくりに関する国内外

の動向調査
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目的及び調査概要

 バイオものづくりに関する国内の地域ブロック別の活動量を明らかにし関西の優位性を定量的に把握することを目的として、

i)学術論文、ii)特許、iii)グラント採択件数の調査を行った。

 次ページより調査方法及び結果を示す。
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（参考）域内総生産

本パートにおいて、域内総生産は 内閣府「県民経済計算」をもとにした。

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 総計

R3年度域
内総生産
(名目)

20,540,923 34,488,192 265,204,806 66,663,253 92,809,273 30,614,351 14,670,345 47,986,236 4,373,909 577,351,288

（百万円）
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（参考）地域ブロック

本パートにおいて、地域ごとの都道府県の割り当ては、以下のとおり、各地方経済産業局の管轄地域に従った

地域 都道府県

北海道 北海道

東北 青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県、福島県（６県）

関東 東京都、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県、静岡県（１都１０県）

1都3県 東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県

その他関東（7県） 茨城県、栃木県、群馬県、新潟県、山梨県、長野県、静岡県

中部 富山県、石川県、岐阜県、愛知県、三重県（５県）

近畿 大阪府、京都府、滋賀県、奈良県、和歌山県、兵庫県、福井県（２府５県）

中国 岡山県、広島県、山口県、島根県、鳥取県（５県）

四国 徳島県、香川県、愛媛県、高知県（４県）

九州 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県（７県）

沖縄 沖縄県
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スタートアップ企業の調査と技術MAPの作成

各種データベースや公開情報より、バイオものづくりに関連するスタートアップ企業のリストアップし、特徴的な取り組みを

行っている企業を抽出した。なお、ここでの「スタートアップ企業」は設立年数を15年以内（設立年が2008年以降）かつ未上

場企業とした。

その上で、バイオものづくり関連の専門的な技術・知見を有するスタートアップ企業と製造業企業の連携を促進するため、バ

イオものづくりに関連する主なスタートアップ企業を整理した「スタートアップ技術MAP」を作成した。
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スタートアップ技術MAP（2/9）

（出所）アメリエフ株式会社（https://amelieff.jp/）（2024年10 月閲覧）

事業内容会社名

 バイオインフォマティクス・サービス
• 人材育成

バイオインフォマティクス人材育成や研究開発支援を行う
• 受託解析

SNPアレイ、マイクロアレイ、次世代シーケンサーのデータ
解析を行う

• バイオインフォマティクス解析コンサルティング
研究の事前調査から解析業務の運用改善まで、研究プロセ
ス全体をカバーしており、データ解析、論文調査、データ
収集、メールサポートなど、様々な形態でサービスを提供

• データ解析システム
解析ツールや解析サーバ、システム開発サービスを提供

 会員制動画配信サイト「バイオインフォマティクス実践ラボ」
を提供

アメリエフ株式会社
（amelieff）

設立

2010年3月8日

規模
（資本金/従業員数）

30 百万円/14名（2020年4
月時点）

本社所在地

〒105-8433 東京都港区西新
橋３丁目７ー１ ラン
ディック第２新橋ビル２階

01. アメリエフ株式会社

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●●

（出所）株式会社アルガルバイオ（https://algalbio.co.jp/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名
バイオファウンダリー型藻類開発プラットフォームを構築してお
り、藻類の育種・選抜、培養、スケールアップを支援する。

<事業概要>

 ライブラリー/スクリーニング/培養/機能性探索/機能性開発
 受託研究、共同研究・開発およびコンサルティング

・微細藻類を活用した新規事業の立ち上げ
・微細藻類の研究開発の促進
・微細藻類の大量培養技術の確立

 藻類サプリメント「Moneru」の販売

株式会社アルガルバイオ
（Algal Bio Co.,Ltd）
設立
2018年3月1日
規模
（資本金/従業員数）

ー

本社所在地

〒277-0882 千葉県柏市柏の
葉5-4-6 東葛テクノプラザ
301

02. 株式会社アルガルバイオ

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●●
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（出所）株式会社イービス藻類産業研究所（https://www.ebisalgae.com/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名

微細藻ナンノクロロプシスの培養・販売を行う。

 クライメートテックの研究開発

 カーボンクレジットの創出と販売

 微細藻類の屋外培養・処理技術の研究・開発・実験及びエンジ
ニアリング業務

 微細藻及びその関連商品の開発・生産・加工・販売
例：水産養殖餌料、機能性食品、家畜飼料、農業用肥料 等

 バイオ燃料及びその関連商品の開発・生産・加工・販売

 医薬品、オメガ3、キノコ菌類及びサプリメントの製造・販売

 藻関連商品及びサプリメントの輸出入・販売

 社会貢献事業の支援(未来の食育 給食事業）

株式会社イービス藻類産業
研究所

設立

2018年6月20日

規模
（資本金/従業員数）

3億2,000万円

本社所在地

〒986-2527 宮城県石巻市
十八成浜清崎山1-21

03. 株式会社イービス藻類産業研究所

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●

（出所）株式会社ガルデリア（https://galdieria.com/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名

極限環境藻類「硫酸性温泉紅藻ガルディエリア」の、表面に金
（Au）やパラジウム（Pd）などの有価金属を特異的に吸着する性
質に着目し、貴金属吸着材の開発を行う。ガルディエリアの金属
吸着能力を最大限に発揮させる方法とその培養ノウハウを有して
おり、ラボに併設した培養プラントでは月間200 kgの生産を実現
している。

 都市鉱山向け貴金属吸着材
培養したガルディエリアの乾燥細胞から、都市鉱山リサイクル
現場で使い易いように固液分離性を高めた貴金属吸着材を開発。
工場排ガスからCO2や熱を利用する培養方法も開発しており、
低コスト化及びCO2排出削減が見込める。

 小規模天然金鉱山（ASGM）の環境負荷低減ソリューション
吸着材や金の溶出材（鉱石から金を溶かし出す薬剤）まで含め
たトータルパッケージの開発を行う。

株式会社ガルデリア
（Galdieria, Co., Ltd.）

設立

2015年10月1日

規模
（資本金/従業員数）

2億6,944万9,295円（2024
年10月現在）
本社所在地

〒103-0007 東京都中央区
日本橋浜町2-4-2-709

04. 株式会社ガルデリア

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●
4
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スタートアップ技術MAP（4/9）

（出所）C4U株式会社（https://www.crispr4u.jp/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名

 CRISPR/Cas3系ゲノム編集方法ツールに基づき、ゲノム編集の
最新の学術情報と最先端の技術を用いて国産オリジナルのゲノ
ム編集の基盤技術開発を行う。

 自社での研究開発以外にも、製薬企業やバイオテック企業、医
療・研究機関との共同研究やライセンス供与を通じて、
CRISPR-Cas3技術を用いた未だ根本的な治療法のない疾患に対す
る新たな治療法の研究開発を進めている。

 大学や研究機関との複数の共同研究チームがあり、医療以外の
様々な産業におけるプラットフォーム技術の開発も目指す。

C4U（シーフォーユー）株
式会社

設立

2018年3月15日

規模
（資本金/従業員数）

5百万円/4名（2020年11月
時点）

本社所在地

〒565-0871 大阪府 吹田市
山田丘2-8 大阪大学テクノア
ライアンスＣ棟７階

09. C4U株式会社

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●

（出所）Symbiobe株式会社（https://www.symbiobe.jp/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名

 温室効果ガス固定事業
海洋性紅色光合成細菌の特性を活かし、温室効果ガスの回収、
活用を図る事業。光合成生物の大量培養を可能にするプラント
を利用し、温室効果ガスを高単価かつ有意義な有価物として
アップサイクルできるプラットフォーム構築に取り組んでいる。

 Air Fertilizer®
農業向け有機質肥料。窒素成分（アミノ酸、ペプチド等）を豊
富に含む。

 Air Feed®
水産養殖用飼料。粗タンパク質量が多く、魚類の成長に必要な
アミノ酸もバランスよく含まれている。

 Air Silk®
人工シルク繊維。生産時のCO2排出量が少なく、土壌及び海洋
における生分解性をもつ。

Symbiobe株式会社

設立
2021年1月8日

規模
（資本金/従業員数）

1,080,740,364円

本社所在地
〒615-8245 京都市西京区御
陵大原1-39 京大桂ベン
チャープラザ南館

10. Symbiobe株式会社

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●
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（出所）株式会社シンプロジェン（https://www.synplogen.com/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名

 独自のDNA合成技術OGAB®法、Combinatorial-OGAB (Combi-
OGAB®)法を活用した人工遺伝子合成・DNAライブラリー構築
サービスや、遺伝子治療に特化したバイオファウンドリ、「遺
伝子治療バイオファウンドリ®」として、ウイルスベクター等
の遺伝子治療用製品の設計・開発・分析サービスを提供
「OGAB®法」は、枯草菌を利用して合成を行う世界唯一の技術
で、数kb～100kb超の長鎖の配列や、極端にGCやAT含量の高い
配列、リピート配列を含むなどの特徴を持つ難度の高い配列の
人工遺伝子合成にも対応可能。また、大腸菌でクローニングで
きない配列にも対応が可能

提供サービス：
人工遺伝子合成サービス／DNAライブラリー作製サービス
(Combi-OGAB®)／遺伝子治療バイオファウンドリ®・サービス

株式会社シンプロジェン
（Synplogen Co., Ltd）

設立

2017年2月21日

規模
（資本金/従業員数）

32億4,728万円（資本準備金
含む）（2024年10月現在）

本社所在地

〒650-0047 兵庫県神戸市中
央区港島南町6-3-7 クリエイ
ティブラボ神戸 4F

11. 株式会社シンプロジェン

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●

（出所）株式会社 生物技研 （https://gikenbio.com/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名

バクテリアや真菌の解析を専門とするスタッフがDNA抽出からバ
イオインフォマティクスまでのサービスを提供。

 遺伝子解析サービス
5機種の次世代シーケンサー（MiSeq、DNBSEQ-T7 / G400、
PacBio Revio / Sequel)による解析。目的に応じたプランを提案可
能。
例）
・アンプリコンシーケンス解析
・環境DNA解析
・ゲノム解析・ショットガンメタゲノム解析
・GRAS-Di®解析・MIGseq解析・RADseq解析 等

 バイオインフォマティクス
得られたDNA情報をもとに、情報解析技術を用いてわかりやす
い形に整理。

株式会社 生物技研
（Bioengineering Lab. Co., 
Ltd.）
設立

2015年12月4日

規模
（資本金/従業員数）

4,986万円（2024年10月現
在）
本社所在地

〒252-0154 神奈川県相模
原市緑区長竹657

12. 株式会社生物技研

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●
8
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スタートアップ技術MAP（5/9）

（出所）株式会社digzyme （https://www.digzyme.com/techblog-ifia_q_and_a/）（2024年7月閲覧）

事業内容会社名
 酵素遺伝子の探索（digzyme Moonlight ）、改良（改良

（digzyme Spotlight ）等により目的に応じた酵素の設計が可能
 独自のライブラリ（digzyme Designed Library ）を有し、目的

に応じた産業用の酵素を迅速に提供可能
その他の提供ソリューション

• 生合成経路探索
• 類似反応探索
• 類似酵素探索
• メタゲノム解析
• 構造モデリング
• 酵素活性ポケット予測
• 酵素-基質ドッキング
• MolecularDynamics
• PolymerDynamics
• non-GM生産株デザイン

digzyme Express

株式会社digzyme （ディグ
ザイム）

設立
2019年8月26日

規模
（資本金/従業員数）
100百万円

本社所在地
〒105-0004
東京都港区新橋１丁目１６
番地６ 新橋柳屋ビル５階

13. 株式会社digzyme

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●

（出所）日本材料技研株式会社 （https://www.jmtc.co.jp/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名
機能材料ファブレスメーカーとして、大企業・大学等が保有する
未活用特許の開発・製造・販売を行う。
 「リーン・オープン・インキュベーション」

企業やアカデミアと連携しながら、その技術をファブレスで事
業化する。製造パートナーやメーカーと協力することで可能な
限り固定費を抑え、材料技術の社会実装を目指す。

 製品例：遺伝子組換え酵母を用いて植物由来原料から作られた
高光学純度のD-乳酸を製造

日本材料技研株式会社
設立
2015年8月
規模
（資本金/従業員数）
50,000,000円（2024年10月
現在）
本社所在地
〒103-0023 東京都中央区日
本橋本町二丁目３番４号
江戸ビル6階

14. 日本材料技研株式会社

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●●
9

（出所）株式会社ノベルジェン（https://novelgen.jp/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名

 Algal Bloom Capture技術の開発
微細藻類の力を最大化する微細藻類による二酸化炭素吸収・固
定 / 水浄化・マイクロプラスチック除去技術。さまざまな産業
に導入することでグリーントランスフォーメーションの達成に
資する。
応用例）水産GX、工場GX、下水処理GX、回収藻類の資源転換

 新規有用遺伝子探索サービス
全ての機能遺伝子は類縁遺伝子の集合として遺伝子ファミリー
を形成することに着目し、見つけたい機能遺伝子に近い遺伝子
を網羅的に収集し、ミスマッチを許容しながら新規有用遺伝子
を釣り上げるプローブを設計する手法により、生体サンプルや
環境中サンプルから有用遺伝子の相同遺伝子を効率的に捜索す
ることが可能になる。

 軟体動物由来の接着剤「Novel Glue」の開発
大腸菌での組換え接着タンパク質合成が可能になり、競合製品
の16倍以上の接着強度の医療用接着剤候補の作成に成功。

株式会社ノベルジェン
（Novelgen）

設立

2019年10月

規模
（資本金/従業員数）

―

本社所在地

滋賀県長浜市田村町１２８
１番地８長浜バイオイン
キュベーションセンター１
５号室

15. 株式会社ノベルジェン

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●

（出所）株式会社バイオパレット（https://www.biopalette.co.jp/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名
 「塩基編集による細菌の育種・改変」を独自のプラットフォー

ムとして、治療効果を付与した機能性の高いLBPsの創出を行う。
※LBPs：Live Biotherapeutic Products(LBPs)、細菌を用いるマイク
ロバイオーム治療用製品

 DNAを切断しない新しいゲノム編集（切らないゲノム編集®）
技術を有する。これは塩基の変換を誘導する酵素（塩基変換酵
素）により点変異を導入する技術で、DNA二本鎖の切断に起因
する制約や課題を回避することができる。

 塩基編集を活用した創薬プラットフォームとして、対象疾患や
標的部位に応じて最適なLBPsの設計・創出を行う他、様々な分
野において塩基編集技術を応用可能。
・ヒト治療（ヒト細胞が対象）

…Beam Therapeutics社へライセンスアウトし技術開発を推進
・農業（植物細胞が対象）…植物の育種
・研究用ツールの開発 …例）大腸菌コンピテントセル

株式会社バイオパレット
（Bio Palette Co., Ltd.）

設立
2017年2月21日

規模
（資本金/従業員数）

―

本社所在地
〒650-0047 兵庫県神戸市中
央区港島南町6-3-7 クリエイ
ティブラボ神戸4Ｆ

16. 株式会社バイオパレット

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●
10



 

27

スタートアップ技術MAP（6/9）

（出所）BioPhenolics株式会社（https://www.bio-phenolics.com/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名

 バイオ化学品事業
自社開発の芳香族バイオ化学品の事業
芳香族バイオ化学品の共同開発、ライセンス、有償サンプル提
供などのサービスを提供

 バイオファウンダリ事業
スマートセルの受託及び受託開発
受託サービス：自社設備による発酵/精製試験の実施
受託開発：培養・精製・スケールアップ開発（～90L）

 バイオものづくりコンサルタント事業
バイオものづくりに関する長年の実績・経験に基づき様々な課
題解決をサポートする。
対応事例：未利用資源の検討
バイオファウンダリ事業の一環として、未利用資源が発酵原料
として利用可能か自社スマートセルを用いて検討

BioPhenolics株式会社

設立

2023年2月1日

規模
（資本金/従業員数）

550万円

本社所在地

〒300-2635 茨城県つくば市
東光台5-5-5

17. BioPhenolics株式会社

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●●●

（出所）株式会社バッカス・バイオイノベーション（https://www.b2i.co.jp/）（2024年7月閲覧）

事業内容会社名

 統合型バイオファウンドリ事業
DBTLによる様々な微生物のスマートセル開発からプロセス開発
まで目的に応じてプロジェクト（例：代謝経路設計プロジェク
ト、培養・評価プロジェクト）を立案し、スマートセルの商業
化のサポートを行う。工業分野、農林水産分野、ヘルスケア分
野の様々なニーズに対応可能

 腸内細菌叢培養モデル事業
ヒト大腸の腸内環境をリアクター内で再現し、食品や医薬品、
機能性食品素材、菌製剤などのヒト腸内細菌叢への影響を評価
可能。テーラーメイドな健康管理・予防医療・治療法開発へ活
用される

 自社プロダクト開発事業
二酸化炭素を直接原料としたカーボンリサイクル技術の確立を
目指し、研究開発を推進

株式会社バッカス・バイオ
イノベーション（Bacchus 
Bio innovation）
設立

2020年3月18日

規模
（資本金/従業員数）

41億円/64名（2024年4月現
在）
本社所在地

兵庫県神戸市中央区港島南
町六丁目3 番

18. 株式会社バッカス・バイオイノベーション

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●●●
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（出所）bitBiome株式会社（https://bitbiome.co.jp/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名
微生物を培養することなく、細胞1個からゲノムを解読する新技
術（bit-MAP®）を利用して、シングルセルレベルの微生物ゲノム
データを収集してデータベース化（bit-GEM）し、酵素探索・改変
が可能なプラットフォームを構築している。
 酵素探索・改変サービス

独自の微生物遺伝子データベースbit-GEMと公共データベース
を活用し、in silico技術、AI、ラボオートメーションにより、候
補遺伝子の特定と最適化を迅速に実現し、クライアントの研究
開発を支援する。

 微生物ゲノム解析サービス
シングルセルゲノム解析/ショットガンメタゲノム解析/バイオ
インフォマティクス解析 等

 その他
バイオものづくり関連の共同研究、bit-GEMと酵素探索・改変
技術bit-QEDを用いたSDGsやヘルスケアに貢献する自社開発

bitBiome株式会社
(ビットバイオーム)

設立
2018年11月7日
規模
（資本金/従業員数）
3億円/約30名（2024年10月
現在）

本社所在地
〒162-0041 東京都新宿区
早稲田鶴巻町513 早稲田大
学121号館リサーチイノベー
ションセンター415号室

19. bitBiome株式会社

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●●●

（出所）ファーメランタ株式会社（https://fermelanta.com/jp）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名

 合成生物学による植物希少成分の製造・販売
微生物発酵プロセスにより、植物由来の多種多様で希少な成分
（二次代謝産物）を生産し、医薬品や健康食品など、人々の健
康増進に資する有用成分を開発。二次代謝産物の生産技術は汎
用バイオ化学品（一次代謝産物）を生産することにも応用可能

 物質生産のための菌株構築サービス
酵素探索を通じて、自然由来の目的物質を生産する代謝経路を
再構築し、多段階の遺伝子導入により多段階の代謝経路を適切
に機能させる。さらに、マルチオミクスデータの解析や、遺伝
子発現バランスの調整を行うことで、生命システムとしての機
能を最適化する。多段階の遺伝子導入技術では、20以上の外来
遺伝子をゲノムの適切な場所に導入し発現させることが可能

ファーメランタ株式会社
（Fermelanta, Inc.）

設立
2022年10月

規模
（資本金/従業員数）

103 百万円

本社所在地
〒921-8836
石川県野々市市末松3-570
いしかわ大学連携インキュ
ベータ

20. ファーメランタ株式会社

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●●●
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スタートアップ技術MAP（7/9）

（出所）株式会社ファーメンステーション（https://fermenstation.co.jp/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名
 原料・開発事業

麹や酵母などの微生物を活用し、未利用資源と発酵技術を組み
合わせた原料の製造や共同研究、受託開発を行う。

 OEM・ODM・ノベルティ事業
化粧品や雑貨・日用品の商品開発を支援する。原料提案から商
品開発を行い、販売促進の協力までサポートを行う。

 未利用資源を活用した事業共創事業
「素材開発型共創」未利用資源を高付加価値な発酵アップサイ
クル素材へ変換する。
「商品開発型共創」パートナー企業に合わせて、原料提案から
商品開発までを行う。

 「未利用バイオマスデータシート」の販売
酵素による未利用資源糖化分析のデータ、発酵素材の網羅的メ
タボローム解析のデータ提供（ヒューマン・メタボローム・テ
クノロジーズ社との共同事業）

株式会社ファーメンステー
ション
（Fermenstation Co., Ltd.）

設立
2009年7月7日
規模
（資本金/従業員数）

ー

本社所在地
〒130-0003 東京都墨田区横
川1-16-3 センターオブガ
レージ ground05

21. 株式会社ファーメンステーション

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●●●

（出所）株式会社ファイトリピッド・テクノロジーズ（https://phytolipidtech.co.jp/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名
 植物・藻類の脂質に関する研究開発業務の受託
 植物・藻類等の脂質分析に関する受託
 有用脂質の生産
 その他植物・藻類の脂質に関するコンサルティング など

株式会社ファイトリピッ
ド・テクノロジーズ
（Phytolipid Technologies Co., 
Ltd.）

設立
2021年4月1日
規模（資本金/従業員数）
1,800万円 (2021年9月時点)

本社所在地
〒226-8510 神奈川県横浜市
緑区長津田町4259-3 Science 
Tokyo 横浜ベンチャープラ
ザW202/W402

22. 株式会社ファイトリピッド・テクノロジーズ

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●●
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（出所）プラチナバイオ株式会社（https://www.pt-bio.com/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名

 ゲノム編集ツール Platinum TALEN を核としたゲノム編集技術や
広島大学との共同研究講座を通して構築したデータ解析システ
ムを有しており、ゲノム編集に関するサービスや​バイオDXに
関するサービスを提供している。
主なサービス
ゲノム編集

• Platinum TALEN作製受託サービス
指定されたターゲット遺伝子に対するPlatinum TALENの設
計・作成と切断活性評価（オプション）

• ZF-ND1作製受託サービス
バイオDX

• 産業有用生物の高精度ゲノムデータ取得
• 標的候補遺伝子·マーカーの探索
• 環境微生物等の細菌叢·機能解析

プラチナバイオ株式会社
(PtBio Inc.)

設立

2019年8月30日

規模
（資本金/従業員数）

2億5365万円

本社所在地
〒739-0046
​広島県東広島市鏡山三丁目
10番23号

23. プラチナバイオ株式会社

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●

（出所）株式会社フレンドマイクローブ（https://friendmicrobe.co.jp/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名
微生物（酵素）と、その微生物を工場規模で効率的に生産・増殖
し、活性化、機能させるためのバイオリアクター技術をコア技術
として有し、クリーンバイオテクノロジー（環境）の分野で微生
物やそれらが生み出す酵素を利用する技術を社会実装する。

株式会社フレンドマイク
ローブ
（Friend Microbe inc.）
設立
2017年6月
規模
（資本金/従業員数）
9,000万円

本社所在地
〒464-0858 名古屋市千種
区千種二丁目22番8号 名古
屋医工連携インキュベータ
104

24. 株式会社フレンドマイクローブ

 受託研究事業
民間企業等と名古屋大学との3者共同研究により、効率的に研
究を進める

 油分解事業
食品工場や油脂工場の排水処理の前処理である加圧浮上分離
装置を代替可能な、圧倒的な油脂分解能力を誇る微生物製剤
をシーズとした新しい排水処理方法を提供

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●
14
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スタートアップ技術MAP（8/9）

（出所）株式会社プロバイオ（https://probio.co.jp/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名

 乳酸菌や発酵食品の販売
東海大学保有の機能性乳酸菌を商品用に使用可能

 大学の乳酸菌ライブラリの提供

 共同および受託研究
乳酸菌や発酵食品の機能解析の受託
抗酸化、免疫賦活作用、抗炎症作用、抗糖化作用、エクソソー
ムを介した機能のほか遊離アミノ酸分析やペプチド分析などさ
まざまな機能を解析可能

 商品開発
東海大学の商品開発サークルとの連携

 菓子製造
豆乳ヨーグルトなど

 飲食店経営

株式会社プロバイオ

設立

2023年8月1日

規模
（資本金/従業員数）

300万円

本社所在地

熊本県阿蘇郡西原村布田
1330-1

25. 株式会社プロバイオ

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●●●●

（出所）マイクローブケム合同会社（https://microbechem.jp/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名

土壌に生息する微生物から生成される天然由来のポリアミド化合
物「ポリリジン」の様々な分野での展開を目指す。

 放線菌及び放線菌が生産するポリアミド等化合物の研究開発お
よびその受託

 放線菌及び放線菌が生産するポリアミド等化合物の製造なら
びに販売

 有用微生物および有用酵素の探索と利用技術の開発
・福井県伝統承継技術で育種された酵母と乳酸菌の機能評価と

応用利用
・福井県の伝統食品から有用微生物である酵母、乳酸菌の分離
・酵母はパン酵母、酒造用酵母の育種から、発酵食品用酵母の

製造と販売。乳酸菌は新規バクテリオシン（抗菌ペプチ
ド）の探索から創薬への応用

マイクローブケム合同会社
（MicrobeChem, Inc.）

設立

2020年2月

規模
（資本金/従業員数）

5,000,000円

本社所在地

福井県吉田郡永平寺町松岡
兼定島4-1-1（福井県立大学
永平寺キャンパス内）

26. マイクローブケム合同会社

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供
●●
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（出所）マイクロバイオファクトリー株式会社（https://microbiofactory.co.jp/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名

再生可能な植物バイオマス資源を原料に利用して微生物発酵で有
用なバイオ化学品を生産する事業を行う
 微生物による化学品製造の研究開発、生産及び販売
 有用微生物の開発及び販売
 有用微生物の開発、培養に関連する受託及び共同研究開発
 微生物発酵物を利用した商品開発、製造及び販売
 新規事業立ち上げ支援及びコンサルテーション

マイクロバイオファクト
リー株式会社

設立

2018年8月27日

規模
（資本金/従業員数）

850万円(資本準備金含む)
（2024年10月現在）

本社所在地

〒531-0072 大阪府大阪市北
区豊崎3-15-5 TKビル2F

27. マイクロバイオファクトリー株式会社

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●

（出所）株式会社ミーバイオ（https://www.mii-bio.com/）（2024年10月閲覧）、光産業創成大学院大学「Photinics Challenge ファイナ
リスト事例集 株式会社ミーバイオ 早水 建祥さん」（https://www.gpi.ac.jp/social/pc/jireisyu/jireisyu3/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名
 光スイッチタンパク質 “Magnet System”を用いた研究用リサー

チツールの開発・販売を行う。
※光スイッチタンパク質Magnet Systemは光を当てると近接し
（ダイマーの状態）、光を切ると離れる（モノマーの状態）性
質を持つ。任意の遺伝子の破壊や、編集・発現のON/OFFを外
部からの光の照射によってコントロールすることが可能になる。
提供しているリサーチツール
• 光スイッチ研究用試薬PA-Cre with Magnet System

Cre-loxP組換えシステムに光スイッチタンパク質 “Magnet 
System”を組み合わせた光誘導型のCre試薬

• 光スイッチ・コンディショナルノックアウトマウス
• 共同研究・受託研究開発
• 光スイッチバイオ生産プロセス「mii-Bioprocess」

微生物の培養フェーズと目的物質の生産フェーズを光で切
り替えることが可能

株式会社ミーバイオ
（miibio, Inc.）
設立
2019年4月1日
規模
（資本金/従業員数）
1,000万円

本社所在地
神奈川県川崎市高津区坂戸
3-2-1 かながわサイエンス
パーク

28. 株式会社ミーバイオ

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●
16
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スタートアップ技術MAP（9/9）

（出所）株式会社レボルカ（https://www.revolka.com/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名

 aiProtein®
進化分子工学と人工知能を組み合わせ、広大な配列空間を効率
よく迅速に探索する技術。
様々な目的や特性に合わせた絶妙なタンパク質改変が可能なた
め、テーラーメイドデザインのタンパク質創出が可能な他、物
理化学的な特性を向上させることで医薬品の研究開発の加速や
利便性拡大に資する。

 共同研究
機能タンパク質を必要とする医薬、食品、ケミカルなどあらゆ
る産業においてパートナーを募集

株式会社レボルカ
（RevolKa Ltd.）

設立

2021年4月7日

規模
（資本金/従業員数）

150百万円（2024年8月末時
点）/20名

本社所在地

〒113-0033
東京都文京区本郷2丁目26－
9 NOVEL WORK Hongo 3Ｆ

29. 株式会社レボルカ

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●

（出所）株式会社Logomix （https://logomix.bio/）（2024年10月閲覧）

事業内容会社名
 Geno-Writing プラットフォーム

大規模なゲノム改変を可能にする技術を用いて、新規有用水素
酸化細菌の研究開発や新規治療用細胞の研究開発を行う。
コア技術
UKiS ：大規模・自在にゲノムを改変し、機能性の高い細胞を

開発する
APLoD ：長鎖DNAの高効率アセンブリ
DEGES ：染色体全体の機能配列を網羅的に探索するゲノム解析

技術。改変可否を判断する。がん治療薬の標的を特定
するための包括的な遺伝子スクリーニングや幹細胞の
分化制御など、医薬品の研究開発に適用可能。

GEMINI : ゲノム最小化のアルゴリズム。ゲノムに含まれる不要
な配列を検出・除去し、産業的に不要な機能を排除す
る。

 汎用的に産業活用可能なMaster Cellsや、用途を絞って産業価値
を高めたProgrammed Cellsの創製

株式会社Logomix

設立
2019年7月
規模
（資本金/従業員数）
266,009千円

本社所在地
〒104-0053 東京都中央区
晴海四丁目７番４号

30. 株式会社Logomix

技術サービス提供
自社開発
（生産菌株・
培養プロセス

等）
その他受託培養

生産

プロセス
開発・ス
ケール
アップ

測定・分
析・解析
（配列、代謝
物、機能等）

遺伝子
改変

（組換え、
ゲノム編集）

合成
設計

（酵素・代
謝・配列等）

生物・遺
伝資源
提供

●●
17
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① バイオものづくり分野における関西の優位性を示す定量的なデータ

② 国内におけるバイオものづくり関連のスタートアップの拠点数、特徴的な取り組み

③ 国内の各バイオコミュニティにおけるバイオものづくり関連の取り組み内容、特徴

④ 海外においてバイオものづくりの参入促進・すそ野拡大に資する活動を行う

公的なバイオファウンドリ等の先進的な事例、取り組み内容、特徴等

1. バイオものづくりに関する国内外

の動向調査
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バイオコミュニティ一覧

 バイオエコノミー市場の拡大に向けて、国内外から人材・投資を呼び込み、市場に製品・サービスを供給するための体制
（イノベーション・エコシステム）として、内閣府により「バイオコミュニティ」の形成が進められている。2024年9月現在、地域
に応じた特色ある取り組みを展開する6つの「地域バイオコミュニティ」が内閣府に認定されている。

 各地域バイオコミュニティの体制を下表にまとめた。また、次ページ以降に各地域コミュニティの概要、全体構想、推進体制
を示す。

（出典）内閣府 バイオエコノミー戦略 https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/index.html

名前
バイオ

コミュニティの
タイプ

事務局 主なプレーヤー

注力分野
バイオものづくり・
バイオ由来製品

一次生産等（農
林水産業）

バイオ医薬品・再
生医療等・
ヘルスケア

北海道プライムバイオコミュ
ニティ

地域 北海道３連絡会
（Hokkaido Cubix連絡会）

北海道大学、北海道庁、北海道科学技術
総合振興センター等j

●

鶴岡バイオコミュニティ
地域

鶴岡サイエンスパーク
鶴岡市、慶應義塾大学先端生命科学研究
所（先端研）、鶴岡工業高等専門学校、先
端研発ベンチャー企業等

● ●

長岡バイオコミュニティ
地域

長岡市
長岡市、長岡技術科学大学、長岡工業高
等専門学校、農越後ながおか農業協同組
合等

● ●

ひろしまバイオDXコミュニ
ティ

地域 一般社団法人バイオDX
推進機構

広島県、東広島市、広島大学、広島バイオ
テクノロジー推進協議会等

● ● ●

福岡バイオコミュニティ 地域 株式会社久留米リサー
チ・パーク

福岡県、久留⽶市、九州⼤学、久留⽶⼤
学、㈱ボナック等

● ● ●

沖縄バイオコミュニティ 地域 ⼀般社団法⼈トロピカル
テクノプラス

琉球大学、沖縄科学技術⼤学院⼤学、沖
縄県⼯業技術センター等

● ● ●
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北海道プライムバイオコミュニティ
概要
 「北海道プライムバイオコミュニティ」は道内の一次産業のスマート化による労働生産性向上や環境に配慮した生産技術の研究・事業化により北

海道のバイオブランドを確立し誰もが農林水産業に従事したくなるエリアを目指すプラットフォームとして設立され、2021年6月内閣府により地域
バイオコミュニティに認定された。

 高度なデータサイエンスはじめ、参加機関のもつ多様な知見やリソースがネットワーク化された北海道プライムバイオコミュニティでは、高収益で
持続可能な一次産業を育成・サポートする。

 北海道大学、北海道庁、北海道科学技術総合振興センター（NOASTEC）で構成される北海道3連絡会（Hokkaido Cubix ）がネットワーク機関を
担う。

（出典）内閣府 「バイオコミュニティ関連資料北海道プライムバイオコミュニティ 活動計画」https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/keikaku hokkaido.pdf

全体構想

対象とする市場領域
＜一次生産等（農林水産業）＞

「持続的一次生産システム」、「木材活用大型建築、スマート林業」

コミュニティの現状と課題
（令和3年7月時点）

＜日本の現状・課題＞

• 先進国の中でも食料自給率が著しく低い

• 一次産業従事者の減少と高齢化が進んでおり、収入は伸び悩んでいる

＜北海道の現状・課題＞

• 非常に広大な土地を持ち、消費地までの距離も長い

• 食糧生産のカロリーベースに対する生産額が低い

コミュニティのあるべき姿と
具体的な方策及び指標

＜あるべき姿と具体的な方策＞

• 産学官代表機関がネットワーク機関として「北海道3 連絡会（Hokkaido Cubix連絡会）」を設置し、広域に点在する様々なステーク

ホルダーを取りまとめる

• 農業･食産業のイノベーションによるレジリエントな地域産業創成を実現する研究・人材育成を推進⇒ スマート化によるダイバーシ

ティ農業、サーキュラーエコノミー、魅力ある農業を創出する農業従事者育成

• 水産・海洋産業の地方産学官連携とその高度育成を加速させる研究開発を推進⇒ 高効率化技術による未来型水産業、魚介藻

類養殖を中心とした持続可能な水産業、地域創生を自走する人材育成

• 林業バリューチェーンの革新で、労働生産性の向上を推進⇒ 森林管理技術の高度化、ステークホルダーの連携による林業の効

率化、高機能木材建築材料の活用

＜指標＞2025年目標

新規就農者数770人/年、新規漁業就業者数260人/年、漁業生産額（一人あたり）1,324万円、道産木材の利用量509万m3
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北海道プライムバイオコミュニティ
推進体制
北海道プライムバイオコミュニティは大学、自治体（北海道、札幌市、岩見沢市、函館市、帯広市、釧路市、余市町）、研究機

関、企業で構成されている。
北海道3協議会において連携・調整を行い、道内大学や研究所、企業等のステークホルダーを入れ、広大な北海道全域を持

続的な一次生産システムの実証フィールドとする世界トップクラスのバイオコミュニティを推進する。
農林水産業それぞれのバリューチェーンをカバーする構成機関により研究開発が行われている。

（出典）内閣府 「バイオコミュニティ関連資料北海道プライムバイオコミュニティ 活動計画」https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/keikaku_hokkaido.pdf

北海道プライムバイオコミュニティの組織構成と役割分担
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鶴岡バイオコミュニティ
概要
 2001年に山形県・鶴岡市と慶応義塾大学が提携し、サイエンスによる地方都市の発展を目標にかかげた慶應大・先端生命科学研究所（以下、

先端研）が設立され、その後約20年間で、ライフサイエンス・システムバイオロジーを核とした先端研で創出されたシーズをもとに8社が設立され
た。先端研のある一帯は鶴岡サイエンスパークと呼ばれる。

（出典）内閣府 「バイオコミュニティ関連資料鶴岡バイオコミュニティ 活動計画」  https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/keikaku_tsuruoka.pdf 

対象とする市場領域

＜バイオものづくり・バイオ由来製品＞

「高機能バイオ素材」、「バイオ生産システム」、「バイオ関連分析･測定･実験システム」

＜バイオ医薬品・再生医療等、ヘルスケア＞

「生活習慣改善ヘルスケア、機能性食品、デジタルヘルス」、「バイオ医薬･再生医療･細胞治療･遺伝子治療関連産業」

コミュニティの現状と課題
（令和3年7月時点）

＜現状＞

• 先端研等の研究機関で創出したシーズを基に複数のスタートアップを創出

• 地元経済の発展や人材育成、世界展開等も果たしつつある

＜課題＞

• バイオコミュニティの規模拡大及び多様化に伴い、コミュニティ内の横の連携が薄れてきた

• コミュニティ全体のPRや国内外からの持続的な投資の呼び込みが不十分

• 大きく周辺地域も含めたコミュニティの成長につき議論が必要

コミュニティのあるべき姿と
具体的な方策及び指標

＜あるべき姿と具体的な方策＞

• コミュニティへの関心や投資を増やし、更なる成長や創業を促す→パーク全体の視察の受入れ、包括的なPRによるブランディング

• 外部から人材を呼び込むとともに、内部の人材育成・人材供給エコシステムを強化→高校生研究助手受入れ等に加えて、小中学

生のキャリア教育支援を実施

• ネットワーク機関により横の連携を強化→「一般社団法人鶴岡サイエンスパーク」を設立

• 自治体との共同により資金獲得やインキュベーション機能を充実→レンタルラボの増設、コミュニケーションラウンジの設計

• 強固な内部の連携を維持しながらも、外に向かって拡大し浸透していくコミュニティを目指す→東北の稲わらや稲のもみ殻を利用

し微生物による有用物質の生産を目指す「鶴岡バイオファウンドリ」構想の始動（2020年～）

＜指標＞

レンタルラボの新設20室（2022年度）、コミュニティ内での新規雇用50人（2025年度）、鶴岡市内への経済波及効果65億円（2030年度）、

新規事業・ベンチャー企業の創出2件以上（2030年度）

全体構想
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鶴岡バイオコミュニティ
推進体制
 鶴岡バイオコミュニティは、（一社）鶴岡サイエンスパークをネットワーク機関とし、先端研等の4つの研究開発機関、8つの企業、及び鶴岡市で構

成される。
 （一社）鶴岡サイエンスパークはバイオコミュニティの規模拡大及び多様化を受け2021年に設立され、鶴岡バイオコミュニティ内の組織の取りまと

めや連携の強化、外部との連携、PR等を行う。

 先端研は鶴岡バイオコミュニティの基幹組織として、ライフサイエンス・システムバイオロジーを核とした基礎研究を行い、新規事業につながる
シーズの探索・創出の役割を担う。

 鶴岡工業高等専門学校は微生物探索研究等の複数の国プロに採択され研究開発を行う。鶴岡バイオコミュニティ内の研究機関及び企業と共同
研究を行う他、人材育成、人材供給の役割も担う。

 理化学研究所環境資源科学研究センター質量分析・顕微鏡解析ユニット（鶴岡拠点）及び国立がん研究センター・鶴岡連携研究拠点は、主にメ
タボローム分析の技術提供を行い、鶴岡バイオコミュニティ内の研究機関・企業、自治体等との共同研究を推進する。

 鶴岡市は鶴岡サイエンスパーク内のレンタルラボを運営しており、インキュベーション機関としても機能している。

（出典）内閣府 「バイオコミュニティ関連資料鶴岡バイオコミュニティ 活動計画」  https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/keikaku_tsuruoka.pdf 

鶴岡バイオコミュニティの組織構成と役割
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長岡バイオコミュニティ
概要
 以前から長岡市が中心となりバイオエコノミーの実現に向けてバイオコミュニティ形成に取り組んでおり、2021年に内閣府からバイオコミュニティ

認定を受けた。長岡市商工部産業イノベーション課が事務局を務める。

 長岡バイオコミュニティでは未利用資源の利活用や、長岡地域の強みである米産業とものづくり産業の融合による新産業の創出を図り、循環型
社会の実現を目指す。

（出典）内閣府 「バイオコミュニティ関連資料長岡バイオコミュニティ 活動計画」https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/keikaku_nagaoka.pdf

全体構想

対象とする市場領域

＜バイオものづくり・バイオ由来製品＞

「有機廃棄物･有機排水処理」、「バイオ生産システム」、「バイオ関連分析･測定･実験システム」

＜一次生産等（農林水産業）＞

「持続的一次生産システム」

コミュニティの現状と課題

＜現状＞

• 豊かな自然と資源循環の下地

• 4大学1高専が立地。産学官の連携の場として異業種が

交流する「イノベーション・ハブ」を設立。

• バイオガス発電のために生ごみの分別収集しており、市

民の理解と推進力が高い。

• バイオ産業創出と経済波及が期待できる産業構造（コメ

づくり、ものづくりに強み）

＜課題＞

「持続的一次生産システム」：土壌の知力回復、担い手の高

齢化

「有機廃棄物・有機排水処理」：廃棄物の高付加価値化

「バイオ生産システム」：農産物の高付加価値化

「バイオ関連分析･測定･実験システム」：地元産業への実装

が必要

コミュニティのあるべき姿と具体的な
方策及び指標

＜コミュニティのあるべき姿と具体的な方策及び指標＞

• 長岡バイオファウンドリの整備：最先端微生物のものづｋりプラットフォームの提供と研究開発支援を行う。

• 資源循環型陸上養殖：食品残渣等を飼料として養殖したミミズ・ミズアブを魚の陸上養殖の飼料に使用。

• 高品質堆肥生産：米菓生産時の洗米水を原料とした高品質堆肥の生産。減化学肥料栽培拡大を促進。

• 長岡バイオコミュニティデータベースの構築：各実施内容のデータ集約、研究機関や国内データ基盤との連携・活用。

＜指標＞

• 資源循環率（窒素循環率)57%→80%（2030年）

• 年間CO2の5,000t以上の削減（2030年）

• 市内関連企業の100億円の売上増（2030年）
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長岡バイオコミュニティ
推進体制
長岡バイオコミュニティはネットワーク機関、研究開発機関、米や野菜、水産物の一次生産者、インキュベーション機関、企

業（バイオ関係、ものづくり関係、ベンチャー）等で構成される。
産業技術総合研究所（産総研）、（一財）バイオインダストリー協会（JBA）、ちとせ研究所等の外部機関とも連携しており、産

総研生命工学領域長やちとせ研究所CEOはアドバイザーとして長岡バイオコミュニティに参画している。
長岡技術科学大学等の研究開発機関ではコミュニティのあるべき姿に向けた研究開発や人材育成を行う。地元のバイオ関

連企業としては、ホーネンアグリが地域内未利用資源を主原料とした高機能性たい肥の研究開発を行っている。
ベンチャー企業としては、プラントフォームがアクアポニックス等の資源循環型陸上養殖に取り組み、ちとせ研究所は資源循

環率の計算やブランド米の高負荷価値化に貢献している。

（出典）内閣府 「バイオコミュニティ関連資料長岡バイオコミュニティ 活動計画」 https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/keikaku_nagaoka.pdf

長岡バイオコミュニティの組織構成と役割分担



 

39

ひろしまバイオDXコミュニティ

概要
 広島大学が代表機関として提案し「令和3年度・共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）本格型」に採択された「バイオDX産学共創拠点」の

取り組みの中で、企業間の連携を促進するためにひろしまバイオDXコミュニティが2022年に設立された。

 山本卓教授を中心とする広島大学でのゲノム解析・編集の研究シーズの蓄積をベースに関連技術の社会実装を進める。

（出典）内閣府 「バイオコミュニティ関連資料広島バイオDXバイオコミュニティ 活動計画」https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/keikaku hiroshima.pdf

全体構想

対象とする市場領域

＜バイオものづくり・バイオ由来製品＞

「有機廃棄物・有機排水処理」、「バイオ生産システム」

＜一次生産等（農林水産業）＞

「持続的一次生産システム」

＜バイオ医薬品・再生医療等、ヘルスケア＞

「生活習慣改善ヘルスケア、機能性食品、デジタルヘルス」、「バイオ医薬･再生医療･細胞治療･遺伝子治療関連産業」

コミュニティの現状と課題

＜現状＞

ゲノムの解析・編集等のバイオDX技術の進展に伴い、生物機能の潜在的な可能性を引き出すことが可能となり、新たな市

場が形成されつつある。また、国際競争力を持つ研究開発基盤を中心に、企業、産学官連携拠点、コンソーシアム、自治体

の各ステークホルダーによる役割分担・連携体制が整っていることが強みである。

＜課題＞

実証実験環境の不足、社会実装の成功事例の少なさ、普及啓発・機運醸成の不足、持続的な産業振興の仕組み不足と

いった課題はあるが、強みを生かした課題解決を進めつつある。

コミュニティのあるべき姿と具体的な
方策及び指標

＜あるべき姿と具体的な方策＞

• COI-NEXTを軸としてコミュニティ内の共同研究や他地域バイオコミュニティとの連携を推進する。また、研究開発から事

業化まで一気通貫で推進できる戦略的バリューチェーンを構築する。

• 世界的な社会課題解決を経済成長を両膣する研究開発テーマを設定する。

• 技術検証を行うための実証フィールドやゲノム関連技術に対する規制をクリアした環境の提供。

• バイオ技術を利用したものづくりの普及啓発と機運醸成。人材育成及び外部資金の獲得。

＜指標＞

コミュニティ参画機関50法人、新規企業数30社、スタートアップ企業数10社（IPO2社）、事業化成功事例10例、県内におけ

る産業付加価値額：健康・医療関連分野 約450億円、環境・エネルギー関連分野 約1,270億円
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（参考）JST共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）：バイオDX産学共創拠点

 2022年2月、広島大学が代表機関（プロジェクトリーダー：山本卓 ゲノム編集イノベーションセンター長・教授）として「バイオ
DX産学共創拠点」を提案し、実施期間最長10年間の「令和3年度・共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）本格型」に
採択された。（令和2年度は育成型として採択されており、それが昇格した形となる。）

 本拠点では3つのターゲットに対して、4つの研究開発課題を設定。研究開発課題1と2でデジタル育種とゲノム編集の基盤
技術を開発、3と4で鶏卵と藻類を対象に実証サイトでの研究開発を進める。

（出典）Bio-DX Webサイト「Bio-Digital Transformation(バイオDX)産学共創拠点 」https://www.jst.biodx.org/

ターゲット1：食料問題を解決するフード&アグリテック
研究開発課題1：データ駆動型ゲノム育種技術の開発

ターゲット2：バイオDXによる健康福祉の増進
研究開発課題2：デジタル駆動による産業直結型ゲノム編集

トータルパッケージの開発

ターゲット2：バイオDXによる健康福祉の増進
研究開発課題3：家禽のデジタル育種と

バイオ医薬品製造技術の開発

ターゲット3：カーボンゼロを推進するバイオものづくり
研究開発課題4：微細藻類および植物による有用物質生産

プラットフォームの開発

バイオDX産学共創拠点の3つのターゲット
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ひろしまバイオDXコミュニティ
推進体制
ひろしまバイオDXコミュニティは、ネットワーク機関、産業基盤（産学官共創拠点、地元企業/一次産業従事者、ファンド/支援

機関）、技術基盤（研究機関）、支援基盤（自治体）、推進基盤で構成されている。
ネットワーク機関である一般社団法人バイオDX推進機構は、「バイオDX産学共創拠点」の自立的・持続的な運営母体とし

て設立され、広島県、東広島市、広島大学で構成されている。初期は広島県が運営経費を支援していたが、収益基盤を
徐々に拡大・自立化している。

県内外のバイオ関連企業と積極的に連携し、社会課題の解決に向けた高付加価値品の開発に取り組んでいる。

（出典）内閣府 「バイオコミュニティ関連資料広島バイオDXバイオコミュニティ 活動計画」https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/keikaku_hiroshima.pdf

ひろしまバイオDXコミュニティの組織構成と役割分担
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福岡バイオコミュニティ
概要
 久留米市を中心に、2001年から地域の産学官が連携して、バイオクラスター形成を目指す取り組みを推進してきた。

 久留米市は農業生産都市であるとともに、医療機関が多く、さらに久留米市を中心とした県南地域においては、古くから酒や醤油の製造がおこ
なわれており発酵技術が蓄積している。また、九州大学、久留米大学などの医療系大学や研究機関も集積している。

 このような地理性のもと、「創薬」と「食品」を柱に研究開発の促進やベンチャーの育成に取り組んだ成果が評価され、2021年6月に内閣府から
地域バイオコミュニティ第1号の認定を受けた。

（出典）内閣府 「バイオコミュニティ関連資料福岡バイオコミュニティ 活動計画」https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/keikaku_fukuoka.pdf
福岡バイオコミュニティ Webサイト「福岡バイオコミュニティについて」https://www.fbv.fukuoka.jp/community/

全体構想

対象とする市場領域

＜バイオものづくり・バイオ由来製品＞

「バイオ生産システム」

＜一次生産等（農林水産業）＞

「持続的一次生産システム」

＜バイオ医薬品・再生医療等、ヘルスケア＞

「生活習慣改善ヘルスケア、機能性食品、デジタルヘルス」、「バイオ医薬･再⽣医療･細胞治療･遺伝子治療関連産業」

コミュニティの現状と課題

＜現状＞

• 2001年から久留米市を中心にバイオ産業拠点化を推進し、バイオベンチャーをはじめバイオ関連産業の育成・集積・拠

点化が進んでいる。

＜課題＞

• 首都圏等と比較してバイオ企業は少なく低給与のため、バイオ人材が首都圏等に流出している。

• 九州大学等の研究機関発のスタートアップを多く創出しているが、企業の成長を支える資金調達等の仕組みが不完全。

• 社会的課題の解決を目指すリーディングカンパニーが育成されている中、関連バイオ企業の集積が必要。

コミュニティのあるべき姿と具体的な
方策及び指標

＜あるべき姿と具体的な方策＞

• 新たなネットワーク機関構築による推進体制の強化：投資ファンド等の多様なプレーヤーの呼び込み等

• 対象市場領域拡大のための研究開発、実証事業用の推進：機能性食品開発支援、医薬品開発支援等

• 国内外から投資を呼び込む環境の整備：地域マッチングイベント連携、ローカルアクセラレータープログラム構築等

＜指標＞2030年目標

福岡県の市場規模5,034億円、温室効果ガス排出量の削減目標：26%（2013年度比）、バイオ関連企業増加数50社、ス

タートアップ起業数15社、IPO企業数3社
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福岡バイオコミュニティ
推進体制
 福岡バイオコミュニティは、ネットワーク機関、研究開発機関、自治体（福岡県、久留米市）、インキュベーション機関（久留米リサーチ・パーク内に

設置）、投資ファンド等、企業等で構成されている。

 ネットワーク機関として、産学官金で構成する「福岡バイオコミュニティ推進会議」を置いており、（株）久留米リサーチ・パークが事務局を担ってい
る。久留米リサーチ・パーク内にはインキュベーション施設やオープンラボを設置している。

 自治体（福岡県、久留米市）は2001年から「福岡バイオバレープロジェクト」としてバイオクラスター形成を目指す取り組みを推進してきた。2021
年度には、バイオ産業拠点化推進事業として4億1,310万円の資金を提供した。また、福岡県は中小・ベンチャー企業を対象に資金調達等の
パートナー探しを支援するFVM（フクオカベンチャーマーケット）を定期的に開催している。

 大学（九州大学、久留米大学等）からは多数のベンチャー企業が輩出されている。また、久留米大学は全国唯一、動物試験施設を民間に開放し
ている。

（出典）内閣府 「バイオコミュニティ関連資料福岡バイオコミュニティ 活動計画」https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/keikaku_fukuoka.pdf

福岡バイオコミュニティの組織構成と役割分担
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沖縄バイオコミュニティ
概要

 沖縄県は沖縄バイオコミュニティ設立前からバイオ産業の振興に取り組んでおり、インキュベート施設の整備・運営や研究開発支援により県内
のバイオ関連企業数は2012年の32社から2021年には69社へ増加した。

 県内外の関係機関との連携や研究開発の推進及び成果の事業化等を目的に2022年に沖縄バイオコミュニティを設立し内閣府から認定を受け
た。

（出典）内閣府 「バイオコミュニティ関連資料沖縄バイオコミュニティ 活動計画」https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/keikaku_okinawa.pdf

対象とする市場領域

＜バイオものづくり・バイオ由来製品＞

「バイオ生産システム」、「有機廃棄物・有機排水処理」

＜一次生産等（農林水産業）＞

「持続的一次システム」

＜バイオ医薬品・再生医療等、ヘルスケア＞

「生活習慣改善ヘルスケア、機能性食品、デジタルヘルス」、「バイオ医薬・再生医療・細胞治療・遺伝子治療関連産業」

コミュニティの現状と課題

＜現状＞

• 亜熱帯特有の生物資源

• 世界最高水準の研究機関のOIST
• 地理的優位性

• バイオ関連産業振興の基盤構築

＜課題＞

• 人材不足、企業規模が小さい、民間資金不足、連携体制

の構築

• 事業拡大機能が不足しており、産業醸成が起きにくい

コミュニティのあるべき姿と具体的な
方策及び指標

＜あるべき姿と具体的な方策＞

• 独自の生物資源を活用した研究開発や事業化の促進

• 各市場領域で新たな付加価値のある技術・製品・サービスを創出

• 新たな高付加価値の技術・製品・サービスを地域内外へ波及→県内外のイベントう等で情報発信

• 魅力度UPで投資・人材を増加→人材育成プログラムの実施や理系人材のインターンシップ等実施できる環境整備

• 投資・人材の集中で、新たな研究開発・事業化の誕生

• 社会課題解決→社会課題解決に貢献する研究成果や技術等の社会実装に向けた取り組みを支援

＜指標＞

経済波及効果260億円（2030年度）、バイオ関連企業数98社（2030年度）、バイオ関連企業雇用者数1,597人（2030年度）、

特許等380件（2031年）、スタートアップ企業創出数100社（2031年）

全体構想
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沖縄バイオコミュニティ
推進体制

沖縄バイオコミュニティは沖縄県とトロピカルテクノプラスをネットワーク機関とし、研究開発・人材育成機関、バイオ関連企業、
医療機関、金融・VC等、インキュベーション機関、行政・自治体、関係団体及び支援機関で構成されている。

 トロピカルテクノプラスには長年バイオ関連企業の支援を行っている技術アドバイザーやインキュベーションマネージャー、
JST産学連携アドバイザー、JST A-STEP推進アドバイザー合わせて15名程度の体制でバイオコミュニティを運営している。

インキュベーション施設の運営業務を中心にバイオ関連企業支援に取り組む。また、コミュニティ参画メンバーが抱える課題
等に対して専門家が助言を行う「Okinawaバイオアドバイザー」を設置した。

（出典）内閣府 「バイオコミュニティ関連資料沖縄バイオコミュニティ 活動計画」https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/keikaku_okinawa.pdf

沖縄バイオコミュニティ組織図
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① バイオものづくり分野における関西の優位性を示す定量的なデータ

② 国内におけるバイオものづくり関連のスタートアップの拠点数、特徴的な取り組み

③ 国内の各バイオコミュニティにおけるバイオものづくり関連の取り組み内容、特徴

④ 海外においてバイオものづくりの参入促進・すそ野拡大に資する活動を行う

公的なバイオファウンドリ等の先進的な事例、取り組み内容、特徴等

1. バイオものづくりに関する国内外

の動向調査



 

47

海外のバイオファウンドリ調査

海外の公的なバイオファウンドリについて、以下の10機関の取り組み内容等を整理した。

機関名・企業名 国名 運営機関

Agile BioFoundry 米国 米国エネルギー省（DOE）の７つの国立研究所によるコンソーシアム

Concordia Genome Foundry カナダ コンコルディア大学

Edinburgh Genome Foundry 英国 エディンバラ大学

Institute of Biochemical Engineering (IBVT) ドイツ シュトゥットガルト大学

Fraunhofer Chemical-Biotechnological Processes 
CBP ドイツ フラウンホーファー研究機構

VTT Technical Research Centre of Finland フィンランド フィンランド国立技術研究センター (VTT)

Bio Base Europe Pilot Plant ベルギー （HPでは民間の株主はおらず、独立した組織であることを謳っている）

Nucleo de Innovación de Sistemas Biólogicos, 
NISB メキシコ モンテレイ工科大学

Shenzhen Biofoundry-iSynBio（深圳合成生物学研究
所）

中国 Shenzhen Institute of Synthetic Biology(iSynBio)

Tianjin Biofoundry -- Tianjin Institute of Industrial 
Biotechnology 中国

中国科学院
天津工業生物技術研究所（TIB
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海外のバイオファウンドリの類型化

公的バイオファウンドリは運営主体により分類すると3タイプに分けられる。

大学
大学内に所属し大学が運営する。大学内の他の研究機関などと連携が容易である。

研究機関
研究機関が運営する。研究機関内あるいはバイオファウンドリ内に部門を複数持ち、育種
やプロセス開発等専門分野ごとに分かれた部門間の連携が容易である。

その他

パイロッ
トスケー

ル＜
1000L

ラボス
ケール
≦10L

商用ス
ケール

＜
10000L

商用ス
ケール
≧10000

L

＜培養スケール＞

一部実施 or 実施を
予定/検討している※実績あり

＜取り組み概要＞

事業とし
ての取り
組みなし

※情報が少なく実績有無の判断は難しいが、実施してい
る可能性がある場合も含む

タイプ 機関名・企業名 運営機関 当該バイオファウンドリの位置づけ・体制等

大学 Concordia Genome Foundry
（カナダ）

コンコルディ
ア大学

大学内の応用合成生物学センター（CASB）に所属する。

同センター内には学生の育成を担うプログラムや商業化を
促進する部門があり、連携可能である。

Edinburgh Genome Foundry
（英国）

エディンバラ
大学

大学内生物科学部に所属する。同学部内には研究施設と
して植物の育成やタンパク質、分析を専門とする施設があ
る他、大学内には商業化をサポートする部門がある。

Institute of Biochemical Engineering 
(IBVT)
（ドイツ

シュトゥットガ
ルト大学

大学に所属する。DBTLサイクルによる菌株開発の他、プ
ロセス開発を行い、300Lまでのスケールアップ支援が可
能である。

Nucleo de Innovación de Sistemas
Biólogicos, NISB
（メキシコ）

モンテレイ工
科大学

モンテレイ工科大学のFEMSAバイオテクノロジーセンター

に所属する。モンテレイ工科大学での研究を事業者と結び
付け、産業化を促進することを目的としている。

DB
TL

スケール
アップ

DB
TL

スケール
アップ

DB
TL

スケール
アップ

DB
TL

スケール
アップ

運営主体が「大学」のバイオファウンドリ

取り組み内容



 

49

海外のバイオファウンドリの類型化

研究開発だけでなく商業化を見据えたサービスの提供が見られ、比較的スケールアップ規模が大きい傾向にある。

タイプ 機関名・企業名 運営機関 当該バイオファウンドリの位置づけ・体制等

研究
機関

Fraunhofer Chemical-
Biotechnological 
Processes CBP
（ドイツ）

フラウンホー
ファー研究機構

フランホーファー研究機構のフランホーファーIGBに所属し、プロセ

ス開発やスケーリングに焦点を当てている。多様なネットワークを
有し、その中でCBPはプロセス開発や産業実装のパートナーとして
活動している。またIGB内の別部門等で開発されたバイオ製品の
スケールアップも行う。

VTT Technical Research 
Centre of Finland
（フィンランド）

フィンランド国立
技術研究センター 
(VTT)

VTT内の研究部門としてバイオインダストリーがあり、バイオファウ

ンドリ機能を有する。機関内には他にもパイロット施設を有しプロセ
ス開発を行うパイロットセンターやインキュベーション事業を行う部
門（VTT LaunchPad）がある。VTT LaunchPadからはスピンオフ
企業も出ている。

Shenzhen Biofoundry-
iSynBio（深圳合成生物学研究
所）
（中国）

Shenzhen 
Institute of 
Synthetic 
Biology(iSynBio)

中国科学院と深圳市が共同で設立した深圳先端技術研究所の中
の、深圳合成生物学研究所(iSynBio)に所属する。DBTLサイクル
を専門とするが、iSynBio内にはインキュベーションや投資を促進

するイノベーションセンターがありスケールアップのための工業化
パークも近接している。深圳市は合成生物学への取り組みに積極
的で、科学技術施設の集積地である光明科学都市では技術商業
化のためのパイロットゾーンとしての役割を目指している。また、光
明科学都市では合成生物学分野に的を絞った政策の展開や特別
基金の設立、専門工業団地の建設を進めており、バイオ分野にお
ける産業エコシステムを確立している。

Tianjin Biofoundry -- Tianjin 
Institute of Industrial 
Biotechnology
（中国）

中国科学院

天津工業生物技
術研究所（TIB

TIB内にはゲノムや酵素の合成から生産プロセス開発等を担う部
門が分野別に存在し、バイオファウンドリとして機能している。
また、天津市にはTIBの他、国立技術革新センターの1つである合

成生物技術イノベーションセンターがあり、バイオものづくりにおけ
る産業化の拠点としてインフラ整備が進められている。

DB
TL

スケール
アップ

DB
TL

スケール
アップ

DB
TL

スケール
アップ

DB
TL

スケール
アップ

運営主体が「研究機関」のバイオファウンドリ

取り組み内容
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海外のバイオファウンドリの類型化

運営主体が「その他」のバイオファウンドリ

• Agile BioFoundryは複数の研究所からなる分散型のバイオファウンドリである。

• Bio Base Europe Pilotは準公的機関のような立ち位置で活動している。

タイプ 機関名・企業名 運営機関 当該バイオファウンドリの位置づけ・体制等

その他 Agile BioFoundry
（米国）

米国エネルギー省
（DOE）の７つの国

立研究所によるコン
ソーシアム

ABFはDOEの7つの国立研究所のコンソーシアムであり、産業

界や学界が協力し、分散型のバイオファウンドリとして運営され
ている。

業界パートナーとして研究機関や民間企業とコラボレーション
(戦略的コアインダストリーパートナーシップ)により開発を行う。

※複数の研究機関のコンソーシアムによる運営であるため「そ
の他」に位置づけた

Bio Base Europe Pilot 
Plant（ベルギー）

（HPでは民間の株

主はおらず、独立し
た組織であることを
謳っている）

フランダースとオランダ双方からの共同出資によりスタートした
INTERREG VL-NLプロジェクト「Bio Base Europe」にて設立さ

れた。民間の株主はおらず、独立した組織であることを強みとし
ている。

様々な中小企業と協力して民間プロジェクトやコンソーシアム
ベースの公的なプロジェクトに参加している。

DB
TL

スケール
アップ

DB
TL

スケール
アップ

国内及び関西地域へのバイオファウンドリ事業モデル適用可能性

Agile Biofoundryのように研究機関や企業が連携して窓口的な組織を形成する。
⇒ただし参加機関・企業が多数となる場合は役割分担が難航する可能性がある

中国の事例のように、地域での取り組み強化や産業の集積により、関西地域をバイオものづくり拠点として宣伝、周知させる。

取り組み内容
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（５） Fraunhofer CBP  (ドイツ) （2/2）

（出所）Fraunhofer CBP「Networking activities」（https://www.cbp.fraunhofer.de/en/About us/network.html）、BioEconomy Clusterホームページ（https://bioeconomy.sk/en/）

＜Fraunhofer CBPのネットワーキング活動＞

 BioEconomy Cluster
クラスターメンバーと農業や食品、バイオ分野の他ステークホルダーとの協力やネットワークづくり、イノベ―ジョン、情報交換の促進を目的としている。
CBPは、開発された生産プロセスのスケールアップと産業実装において重要な役割を担っている。

 BioZ
バイオベースの原材料、副産物、副産物に基づくバリューチェーンを開発するためのイノベーションアライアンスで、セクター横断的なイノベーションエコシ
ステムを構築している。ドイツ連邦教育・研究省（BMBF）から資金提供を受け、パートナーを募って研究開発PJを進めている。CBPは科学コーディネー
ターとして、また、オープンなスケーリングプラットフォームとして関与している。

 4Synth
中央ドイツにおけるファインケミカルや材料関連の企業及び研究機関のネットワークである（2024年9月現在、30社以上の産業企業と、パートナーとして
8つの研究機関）。ネットワークパートナー間のコミュニケーションを強化し、共同研究開発プロジェクトに取り組み、バリューチェーンに沿って垂直および
水平にネットワークを構築し、顧客の利益を確保することを目的としている。

 High-Performance Center Chemical and Biosystems Technology
フランホーファー研究機構による知識と技術移転のためのプラットフォームで、ハレ・ライプツィヒ地域のプラスチック加工、化学、バイオテクノロジー、バイ
オメディカル産業における原材料から製品までのプロセスチェーンの研究と最適化を目的としている。大学や研究機関、企業が協力することで相乗効果
や新たな機会の創出を目指している。

 HYPOS – Hydrogen Power Storage & Solutions East Germany
水素産業に関心のある人を対象としたネットワークで、中小企業から大企業、大学、研究機関などドイツ全土に160の会員を持つ。グリーン水素の市場

拡大のため、化学、製油所、モビリティ、エネルギー供給部門におけるグリーン水素の電力供給から生産、貯蔵、流通、使用に係るプロジェクトを実施し
ており、 HYPOSはビジネスプロモーターとして、プロジェクトの商業化を支援している。
CBPは、HYPOS内で、主に再生水素の使用(Power-to-Chemicalsプロセスなど)の研究パートナーとして活動している。
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（７） Bio Base Europe Pilot Plant（ベルギー） （2/2）

＜Bio Base Europe Pilot Plantの研究開発活動＞

（出所）Bio Base Europe Pilot Plant「Technology Development @ BBEPP」(https://www.bbeu.org/what-we-do/technology-development-bbepp/）、
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2. ビジョン策定・政策提言に向けた

検討会の開催
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令和６年度関西地域のバイオものづくり・エコシステム形成に向けた検討会

関西地域のバイオものづくり・エコシステム形成に向けたビジョンの策定に向けて、バイオものづくり分野の知見を有する産学
官の有識者を構成員とする「令和６年度関西地域のバイオものづくり・エコシステム形成に向けた検討会」を設置し、期間内に
計３回の会議を開催した。

 委員構成

 スケジュール
 第1回：令和6年10月  7日（月）14～16時
 第2回：令和6年12月27日（金）10～12時
 第3回：令和7年  2月  6日（木）13～16時

○：委員長

分類 氏名（敬称略） 現職名

大学・研究機関

乾 将行 公益財団法人地球環境産業技術研究機構 バイオ研究グループ グループリーダー 兼 主席研究員

大政 健史 国立大学法人大阪大学 大学院工学研究科 教授

小川 順 国立大学法人京都大学 大学院農学研究科 教授

○ 近藤 昭彦 国立大学法人神戸大学 副学長 兼 大学院科学技術イノベーション研究科 教授

長森 英二 大阪工業大学工学部生命工学科 教授

山本 一彦 国立大学法人神戸大学 大学院科学技術イノベーション研究科 教授

公設試験研究機関
靜間 基博 地方独立行政法人大阪産業技術研究所 森ノ宮センター 研究管理監

山本 佳宏 地方独立行政法人京都市産業技術研究所 理事

業界団体 高田 清文 バイオコミュニティ関西 事務局長（事務局：NPO 法人近畿バイオインダストリー振興会議）

企業

幸田 明生 大関株式会社 総合研究所 所長

佐藤 俊輔 株式会社カネカ CO2 Innovation Laboratory 所長

平田 善彦 サラヤ株式会社 サラヤ総合研究所 所長

劉 暁麗 長瀬産業株式会社 執行役員
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① アンケート調査

② ヒアリング調査

3. アンケート・ヒアリング調査
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アンケート調査：実施概要

 実施概要

 バイオものづくり分野の日本における関西の優位性を定量的に把握するとともに、関西地域のバイオものづくり・エコシス
テム形成に向けたビジョン策定の検討材料を得ることを目的に、アンケート調査を実施した。

 調査対象はバイオものづくりに関連する企業とした。

 調査票はMicrosoft Excelにて作成し、様々な類型の企業が回答できるように調査票を設計した。

 調査依頼は以下のように行い、回答数を高める努力を行った。

- 過去の関西バイオものづくりフォーラム参加企業にメール依頼（貴局より依頼）

- 関西バイオものづくりフォーラム2025申込企業にメール依頼

- 関西バイオものづくりフォーラム2025特設サイトでの周知

- ヒアリング先企業に個別メール依頼

 2024年12月10日～2025年3月12日まで実査を行い、計34件の回答が得られた。
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アンケート調査：調査項目

大分類 設問の概要
共通設問 事業内容

バイオものづくりへの参入状況
研究開発拠点の所在
研究開発従事者数
研究開発従事者の新卒比率

新卒の研究開発従事者における近畿の教育機関の出身
比率
新卒の研究開発従事者の出身学部
中途の研究開発従事者の出身業界
不足する専門性
人材育成方法（社内）
人材育成方法（社外）
大学等の教育機関への期待
人材育成プログラム
相談先
貴社の取り組みの類型
貴部署の取り組みの類型

選択設問①

※バイオものづくり実施企
業(バイオものづくりによる
プロダクトの生産・販売)を
対象とした設問

取り組み開始時期
生産ターゲット（商業生産・販売中）
生産ターゲット（研究開発中）
現在の事業状況
想定する事業モデル
将来目標・計画
取扱生物種等
外部リソースの活用
培養検討設備のニーズ
必要な培養設備の規模
課題①（研究開発段階）
課題②（研究開発段階）
課題③（研究開発段階）
外部に期待する支援（研究開発段階）
課題①（事業化段階）
課題②（事業化段階）
課題③（事業化段階）
外部に期待する支援（事業化段階）

大分類 設問の概要
選択設問②

※生物機能開発支援企業
（細胞・菌株・酵素等の開
発支援（設計、育種、合成、
分析等））を対象とした設
問

生物機能開発支援企業の取り組みの類型

事業拡大に向けた課題①

事業拡大に向けた課題②

事業拡大に向けた課題③

外部に期待する支援（事業拡大に向けた課題）

選択設問③

※受託培養企業（プロセス
開発・スケールアップ支援、
または受託生産）を対象と
した設問

受託培養企業の取り組み内容

対応可能な生物種

対応可能なグレード

対応可能な生産ターゲット

下流工程

事業の位置付け

引き合い件数の傾向

引き合いの量

引き合いのタイプの傾向

事業の方向性（規模）

事業の方向性（事業の範囲）

委託者とのコミュニケーション

受託培養産業の課題①

受託培養産業の課題②

受託培養産業の課題③

外部に期待する支援（受託培養産業）

選択設問④

※その他支援企業（バイ
オものづくりに関するその
他の支援（原材料調達、設
備設計・構築、販売支援
等））を対象とした設問

その他支援企業の取り組みの類型

課題

外部に期待する支援

 アンケート調査の設問は以下のとおり



Mitsubishi UFJ Research and Consulting70

① アンケート調査

② ヒアリング調査

3. アンケート・ヒアリング調査
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ヒアリング調査：実施概要

 実施概要

 関西地域のバイオものづくり・エコシステム形成に向けたビジョン策定の検討材料を得ることを目的に、ヒアリング調査を実
施した（計39件）。

 ヒアリング先の類型及び件数の内訳は以下のとおり。

 ヒアリング内容は次頁に示すとおり。

バイオものづくりに取り組んでいる既参入企業 11件

バイオものづくりの新規参入を検討している企業 5件

バイオものづくりの受託製造を行っている企業 3件

バイオものづくり関連のスタートアップ 4件

バイオものづくりの参入促進・すそ野拡大に資する活動を行うバイオファウンドリや実証拠点 3件

地域バイオコミュニティ 5件

業界団体 1件

自治体 4件

アカデミア 3件
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ヒアリング調査：調査項目

 ヒアリング項目

主なヒアリング項目を以下に示す。なお、内容はヒアリング先の属性に応じて適宜変更した。

 取り組み概要

- バイオものづくり分野の取り組み内容

- 将来の目標・計画

- 地域の状況 ※先方が所在する地域を指し、その範囲は先方の認識で回答いただいた

 研究開発段階について

- 研究開発段階における自社の取り組み体制及び外部リソースの活用の状況

- 開発に要する期間・予算

- 研究開発段階の課題及びその解決に向けた取り組み状況

- 地域のバイオものづくり産業の研究開発の課題解決に向けて貢献できること

- 外部に期待する支援

 事業化段階について

- 事業モデルの考え方
（自社生産／委託（OEM）／ライセンシング等）

- 事業化に向けた課題及びその解決に向けた取り組み状況

- 地域のバイオものづくり産業の事業化の加速化に向けて貢献できること

- 外部に期待する支援
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4. 関西バイオものづくりフォーラム

２０２５の開催
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関西バイオものづくりフォーラム２０２５の開催

 バイオものづくりの社会実装を加速する関西バイオものづくり・エコシステム形成に向け、2025年3月5日（水）、梅田スカイビ
ル ステラホールにて、関西バイオものづくりフォーラム2025を開催した（オンラインとのハイブリッド形式）。

 事務局として、以下の業務を実施した。

 開催前の準備業務：

登壇者との連絡調整、展示ポスターの作成、周知活動、申込受付、会場レイアウト作成、司会者・会場スタッフの手配、開
催運営マニュアルの作成、アンケートフォームの確認

 当日の運営業務
会場の設営、魁皇の運営、会場来場者への対応、オンライン参加者への対応、オンライン配信への対応、司会進行、アン
ケートの実施

 開催後の業務
参加者数の報告、開催概要の作成、オンデマンド配信の対応

 詳細は次ページ以降の「開催まとめ」に示す。
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関西バイオものづくりフォーラム２０２５の開催まとめ（2/3）

 参加者数

 事前の申込状況及び開催当日の参加者数を以下に示す。

【事前の申込状況】合計６４５名

・会場参加：２３８名

・オンライン参加：４０１名

・重複申し込み：６名

【会場参加の出欠状況】１７０名

・事前申込：２３８名（参加１６４名、欠席７４名）

・当日参加：６名

【関係者の参加状況】４７名

・登壇者：

－パネリスト６名（近畿局1名は除く。６名のうち１名はオンライン参加）

－プレゼンター２２名

・近畿経済産業局：７名

・三菱UFJリサーチ&コンサルティング：１２名（１２名のうち４名はオンライン参加）
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関西バイオものづくりフォーラム２０２５の開催まとめ（3/3）

 会場写真

左上：近畿経済産業局からのビジョンの発表
右上：パネルディスカッション
左下：ポスター展示・交流会
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5. 関西地域のバイオものづくり・エ

コシステム形成に向けたビジョン

のとりまとめ
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関西地域のバイオものづくり・エコシステム形成に向けたビジョンのとりまとめ

本事業で実施した国内外の動向調査、アンケート調査・ヒアリング調査、令和６年度関西地域のバイオもの
づくり・エコシステム形成に向けた検討会、関西バイオものづくりフォーラム２０２５で実施したディスカッション
を踏まえ、 「関西地域のバイオものづくり・エコシステム形成に向けたビジョン」をとりまとめた。

次ページ以降にビジョンの概要版と本体をそれぞれ示す。





















































































































（様式２）

頁 図表番号
34 -
36 -
38 -
40 -
41 -
43 -
45 -
60 -
85
85
86
86
91
92

福岡バイオコミュニティの組織構成と役割分担
沖縄バイオコミュニティ組織図
Bio Base Europe Pilot Plantの研究開発活動
バイオものづくりのイメージ

二次利用未承諾リスト

委託事業名 令和６年度「バイオもの
づくり・エコシステム形成に向けた調
査事業」

報告書の題名 令和６年度「バイオも
のづくり・エコシステム形成に向けた
調査事業」調査報告書

受注事業者名 三菱ＵＦＪリサーチ＆
コンサルティング株式会社

我が国のバイオエコノミー戦略（2024年6月）
バイオものづくり関連拠点
バイオコミュニティ関西について

バイオエコノミーの成長予測
世界のバイオエコノミー政策の策定状況

ひろしまバイオDXコミュニティの組織構成と役割分担

タイトル
北海道プライムバイオコミュニティの組織構成と役割分担

鶴岡バイオコミュニティの組織構成と役割
長岡バイオコミュニティの組織構成と役割分担
バイオDX産学共創拠点の3つのターゲット




